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子 ど も ・ 子 育 て
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重点化・効率化

○ 全世代対応型の社会保障

○ すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、社会全体で子ども・子育てを支援

☆子ども・子育て支援は未来への投資 ☆ 結婚・出産・子育ての希望がかなう社会を実現

○ 保育の量的拡大により、待機児童を解消し、男女が子育てと仕事を両立できる社会を実現

○ 子育て支援の制度・財源を一元化（子ども・子育て新システムの構築）

⼦ども・⼦育て新システムの実現⼦ども・⼦育て新システムの実現

＜現状＞
充 実

＜改革の具体策＞

■ 急速な少子化の進行

■ 結婚・出産・子育ての希望がかなわな
い現状

■ 子ども・子育て支援が質・量ともに不足
■ 子育ての孤立感と負担感

■ 深刻な待機児童問題、放課後児童ク
ラブの不足

■ Ｍ字カーブ（３０代で低い女性の労働
力率）の解消

■ 子ども・子育て支援の制度・財源の縦
割り

■ 地域の実情に応じたサービス基盤整
備が不十分

■ 子ども・子育て新システムの実現（子育て支援の新たな一元的システムの構築）

○ 保育、放課後児童クラブ、地域子育て支援、社会的養護等の量的拡充
○ ０～２歳児保育の体制強化

・ 現在の幼稚園の０～２歳児保育への参入の促進
・ 小規模保育など新たなサービス類型を創設

・ 長時間の保育ニーズへの対応・延長保育の充実 等

○ 質の高い学校教育・保育の実現（幼保一体化の推進）
・ ３歳児を中心とした配置基準の改善
・ 病児･病後児保育、休日保育の充実
・ 地域支援や療育支援の充実
・ 給付の一体化に伴う所要の措置 等

○ 総合的な子育て支援（家庭や地域における養育の支援）の充実
・ 子育て支援コーディネーターによる利用支援の充実 等

○ 放課後児童クラブの充実
○ 社会的養護の充実

＜改革の具体策＞

・指定制の導入による保育等への多様な事業主体の参入促進（質を確保するための基準とあわせて質の
改善を図る）

・幼稚園などの既存施設の有効活用や、小規模保育、家庭的保育などの多様な保育の推進
・国及び地方における実施体制の一元化（「子ども家庭省（仮称）」の創設等）

所要額（公費）
2015年

０．７兆円程度
※ 税制抜本改革以外の

財源も含めて１兆円超
程度の措置を今後検討
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〜 ⼦ども・⼦育て新システムについて 〜
基 本 的 考 え ⽅

○すべての⼦どもへの良質な成育環境を保障し、特別の⽀援が必要な
⼦どもを含め、すべての⼦どもの健やかな育ちを実現

○質の⾼い学校教育・保育の保障、地域の⼦育て⽀援の充実
・家族関係社会⽀出の対ＧＤＰ⽐の低さ（⽇：1.13%、仏：3.00％、英：3.27％、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ：3.35％）

○急速な少⼦化の進⾏
○結婚・出産・⼦育ての希望がかなわない現状
・独⾝男⼥の約９割が結婚意思を持っており、
希望⼦ども数も２⼈以上。

・家族、地域、雇⽤など⼦ども・⼦育てを取り
巻く環境が変化。

○⼦ども・⼦育て家庭を社会全体で⽀援
⼦ども・⼦育て⽀援は未来への投資
結婚・出産・⼦育ての希望がかなう社会を実現
すべての⼦どもたちが尊重され、育ちを等しく保障

○深刻な待機児童問題、放課後児童クラブの不⾜「⼩
1の壁」

○Ｍ字カーブ（３０歳代で低い⼥性の労働⼒率）の解
消

○ワークライフバランスを推進するとともに、保育の量的拡⼤により、
待機児童を解消し、男⼥が⼦育てと仕事を両⽴できる社会を実現

○⼦ども・⼦育て⽀援が質・量ともに不⾜
○⼦育ての孤⽴感と負担感の増加

子どもと子育て家庭を応援する社会の実現に向けての制度構築
子どもは社会の希望であり、未来をつくる力。
子どもの健やかな育ちは、今の社会を構成するすべての大人にとって、願いであり、喜び。
子どもの最善の利益を考慮し、すべての子どもたちが尊重され、その育ちが等しく確実に保障されることが必要。
子育ての充実感を得られるなど「親としての成長」を支援。

→ 子育てについての第一義的な責任が親にあることを前提にしつつ、子ども・子育てを取り巻く環境の変化に伴う家族や地域の子育
て力の低下等を踏まえ、子育てに関する新たな支え合いの仕組みを構築

※東日本大震災でも、子どもと大人、被災者と支援者など、人と人の助け合い等の大切さが再確認されたところ

○⼦育て⽀援の制度・財源の縦割り
○地域の実情に応じた提供対策が不⼗分

○成⻑に応じて必要となる⼦育て⽀援の制度・財源を⼀元化
○⼦ども・⼦育て会議（仮称）の設置
○潜在ニーズを含む住⺠ニーズを把握、計画的な提供体制の整備（市
町村が責任を果たせる仕組みに）

※「学校教育」とは、学校教育法に位置づけられる小学校就学前の子どもを対象とする教育（幼児期の学校教育）を言い、「保育」とは児童福祉法に位置づけられる乳幼児を対象と
した保育を言う。以下同じ。 3



■すべての⼦どもへの良質な成育環境を保障し、⼦ども・⼦育て家庭を社会全体で⽀援
○ すべての⼦ども・⼦育て家庭への⽀援

（⼦ども⼿当、地域⼦育て⽀援など）
○ 幼保⼀体化（こども園（仮称）の創設など）

■新たな⼀元的システムの構築（基本制度案要綱に⽰された新システムのイメージ）
○基礎⾃治体（市町村）が実施主体
・ 市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施
・ 国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に⽀える

○社会全体（国・地⽅・事業主・個⼈）による費⽤負担
・ 国及び地⽅の恒久財源の確保を前提

○政府の推進体制・財源を⼀元化
・ 制度ごとにバラバラな政府の推進体制、
財源を⼀元化

○⼦ども・⼦育て会議（仮称）の設置
・ 有識者、地⽅公共団体、労使代表を含む
負担者、⼦育て当事者、関係団体、ＮＰＯ
等の⼦育て⽀援当事者等が、⼦育て⽀援の
政策プロセス等に参画・関与することがで
きる仕組みを検討

・ 給付システムの⼀体化（こども園（仮称）の創設）
・ 施設の⼀体化（総合施設（仮称）の創設）

⼦ども・⼦育て新システムの具体的内容（ポイント）

負担金・
補助金

子ども・子育て勘定
（仮称）

国
一般会計

労使
拠出金

＜財源の一元化＞

子ども・子育て包括交付金（仮称）
新システム事業計画の実施に必要な費用を交付

都道府県
一般会計

中央
子ども・子育て会議

（仮称）

市町村（基礎自治体）
（市町村負担分とあわせて予算計上）

子ども・子育て支援の給付・サービスを包括的・一元的に実施
〔子ども手当、こども園給付（仮称）、地域型保育給付（仮称）、放課後児童クラブ、地域子育て支援 等〕

子ども・子育て支援の給付・サービスを包括的・一元的に実施
〔子ども手当、こども園給付（仮称）、地域型保育給付（仮称）、放課後児童クラブ、地域子育て支援 等〕

負担金・
補助金

地方
関係者の関与の仕

組み

ex:事業方針審議、
事業評価 など

・質の高い幼児期の学校教育、保育の一体的提供
・保育の量的拡大
・家庭での養育支援の充実 を達成

4

※ 基本制度案要綱に示された新システムのイメージ。国、地方及び事業主の負担のあり方、既存の財
政措置との関係など費用負担のあり方、子ども・子育て包括交付金（仮称）については、今後、更に検
討。



利用者の選択に基づく給付の保障 多様な事業主体の参入による基盤の整備

■ 出産・育児に係る休業に伴う給付（仮称）
→ 将来の検討課題

■ 放課後児童クラブ

■子ども手当（現金）

■ こども園給付（仮称）
こども園（仮称）
： 総合施設（仮称）、幼稚園、保育所、それ以外の客観
的な基準を満たした施設をこども園（仮称）として指定

■ 地域型保育給付（仮称）
・小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

■ 延長保育事業、病児・病後児保育事業

■ 地域子育て支援事業（仮称）

（※）都道府県が実施する社会的養護等の事業と連携して実施。

・ 地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児家庭全戸訪問
事業等 （対象事業の範囲は法定）

■ 妊婦健診

こども園給付（仮称）及び地域型保育給付（仮称）の仕組み

給付設計の全体像

5

※ こども園給付（仮称）・地域型保育給付（仮称）は、早朝・

夜間・休日保育にも対応。

○ 指定事業者の仕組みの導入
（多様な給付・事業類型ごとの基準）

○ イコールフッティング
・ 株式会社等に係る給付への減価償却費の算入等

○ 撤退規制、情報開示等の制度化
○ 客観的基準による質の確保

○ 給付の確実な保障＝市町村による認定
○ 市町村関与の下、利用者と事業者の間の公的契約
○ 市町村が適切な施設・事業の確実な利用を支援
○ 利用者補助方式と法定代理受領を基本とした現物給付
○ 公定価格を基本としつつ、低所得者への配慮など一定の条
件の下での上乗せ徴収※

※当分の間、市町村及び社会福祉法人以外の者が設置する施設に限る。

※市町村の独自事業の取扱いは今後検討。



○ 給付システムの一体化
～子ども・子育て新システムの創設～
・ 地域における学校教育・保育の計画的整備 ～

市町村新システム事業計画（仮称）の策定～
市町村は、地域における学校教育・保育の需要をはじめ、
子ども・子育てに係る需要の見込み及び見込量の確保のため
の方策等を内容とする市町村新システム事業計画（仮称）を
策定する。

・ 多様な保育事業の量的拡大
～指定制度の導入～
客観的基準を満たした施設及び多様な保育事業への財政措
置を行うこと等により、多様な事業主体の保育事業への参入
を促進し、質の確保された保育の量的拡大を図る。

・給付の一体化及び強化
～こども園給付（仮称）の創設等～
学校教育・保育に係る給付を一体化したこども園給付（仮
称）を創設することにより、学校教育・保育に関する財政措
置に関する二重行政の解消及び公平性の確保を図る。

○ 施設の一体化
～総合施設（仮称）の創設～

学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供
する総合施設（仮称）を創設する。

＜効果＞＜具体的仕組み＞

質の高い学校教育・保育の一体的提供
・地域における学校教育・保育の計画的整備及び総合施設（仮称）等
により、質の確保された学校教育・保育が一体的に提供。

・配置基準の見直し等により、学校教育・保育の質がさらに向上。

保育の量的拡大
・幼稚園から総合施設（仮称）への移行により、保育が量的に拡 大。

・客観的基準を満たした施設及び保育ママ等の多様な保育事 業へ
の財政措置（指定制）等により、質の確保された保育が量的に拡大。
待機児童解消にも貢献。

家庭における養育支援の充実
・幼稚園・保育所から総合施設（仮称）への移行及び地域子育て支援
事業等の推進等により、家庭における養育の支援機能 が強化。

幼保一体化の具体的な仕組みについて

＜すべての子どもの
健やかな育ちが実現＞

＜結婚・出産・子育ての
希望がかなう社会が実現＞

※ 「学校教育」とは、学校教育法に位置付けられる小学校就学前の子どもを対象とする教育（幼児期の学校教育）を言い、「保育」とは児童福祉法に位置付けられる乳幼児を対
象とした保育を言う。以下同じ。 6



市町村新システム事業計画（仮称）

需要の調査・把握

計画的な整備

子どもや子育て家庭の状況に応じた子ども・子育て支援の提供（イメージ）

子ども・子育て家庭の状況及び需要

子ども・子育て支援給付（仮称）

こども園（仮称） ＝ 指定により、こども園給付（仮称）の対象※
小規模保育事業者
家庭的保育事業者
居宅訪問型保育事業者

等

指定により、地域
型保育給付（仮称）
の対象

※ 指定対象は、質の確保のための客観的な基準を満たした施設。具体的には、総合施設（仮称）、幼稚園、保育所、それ以外の客観的な基準を満たした施設。

（子ども・子育てのニーズ）

学校教育＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育所等を利用せず家庭で

子育てを行う家庭
（子ども・子育てのニーズ）

学校教育＋保育＋放課後児童ク
ラブ＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育所等を利用する家庭

（子ども・子育てのニーズ）

保育＋子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育所等を利用する家庭

（子ども・子育てのニーズ）

子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育所等を利用せず家庭で

子育てを行う家庭

7

＝

子ども・子育て支援事業（仮称）
地域子育て支援事業

（地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児
家庭全戸訪問事業等）
対象事業の範囲は法定

・延長保育事業

・病児・病後児保育
事業

放課後児童
クラブ

（こども園給付（仮称）・地域型保育給付（仮称）は、早朝・夜間・休日保育にも対応）



〔現状〕 〔Ｈ2６〕 〔Ｈ29〕

○平日昼間の保育サービス（認可保育所等）

（3歳未満児の保育サービス利用率）

215万人
（75万人（24％））

⇒ 241万人
（102万人（35％））

256万人
（118万人（44％））

○延長等の保育サービス 79万人 ⇒ 96万人 103万人

○病児・病後児保育（延べ日数） 31万日 ⇒ 200万日 200万日

○放課後児童クラブ 81万人 ⇒ 111万人 129万人

○地域子育て支援拠点事業 7100か所
（市町村単独分含む）

⇒ 10000か所 10000か所

○ファミリー・サポート・センター事業 570市町村 ⇒ 950市町村 950市町村

○一時預かり事業（延べ日数） 348万日 ⇒ 3952万日 5475万日

○児童養護施設等における小規模グループ

ケア
446か所 ⇒ 800か所 800か所

保育等の量的拡充（数値⽬標）
（⼦ども・⼦育てビジョン（平成22年１⽉29⽇閣議決定）ベース）

8



医 療 ・ 介 護 等

9



○ 高齢化等に伴う医療ニーズの増大や医療技術の高度化等に対応するため、患者ニーズに応じて

入院機能の分化を図り、メリハリを付けて医療資源を投入する。

○ 看取り対応も含めた在宅医療の充実・強化、医療と介護の連携強化等を進める。

○ これらにより、患者の職場、地域生活等への早期復帰を支援し、平均在院日数の短縮を図る。

医療提供体制の効率化・重点化と機能強化 〜良質な医療を効率的に〜医療提供体制の効率化・重点化と機能強化 〜良質な医療を効率的に〜

＜現状＞

○ 国際的にみて人口当たり医師数
が少なく、医師不足・偏在等への対
応が急務。

○ 国際的にみて人口当たり病床数
の多さに対し、病床当たり従事者が
少ない。一方で、医療技術の高度化
等に伴い医療スタッフの業務は増大。

○ 一般病床の役割分担が不明確で、
病院の人員配置も手薄。

○ 疾病構造が変化する中で、急性
期治療を経た患者を受け止める亜
急性期、リハビリ等の入院機能や、
在宅医療機能などが不足。

充 実

＜改革の具体策＞

○ 医師の確保・偏在対策（地域医療支援センター等）、看護職員確保対策の
強化、多職種の連携・協働によるチーム医療の推進。

○ 急性期医療への資源集中投入、亜急性期・回復期・慢性期医療への資源
投入強化を始めとして手厚い体制へと入院医療の機能強化。

（例）高度急性期対応の従事者：現状の約２倍程度（２０２５年に）
亜急性期等対応の従事者：コメディカルを中心に現状の約３割程度増（同上）

○ 診療所等による総合的な診療や在宅療養支援の強化・評価、訪問看護の
計画的整備など、地域における外来・在宅医療の充実。

○ 精神病床の機能に応じた体制強化やアウトリーチ（訪問支援）体制整備な
ど、精神保健医療の改革。

○ 在宅連携拠点機能の整備や連携パスの普及など、入院から在宅への移
行時や医療と介護の間での連携強化。

（合わせて８，７００億円程度）

重点化・効率化

＜改革の具体策＞

○ 医療資源の投入強化等による機能強化、医療機関間や医療と介護の連
携の強化等により、平均在院日数の短縮。 （▲４，３００億円程度）

所要額（公費）
2015年

０．４兆円程度
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所要額（公費）2015年 〜０．６兆円程度
Ｐ１０〜１４までの⼩計 （機能分化等が全て実現する場合の試算）



医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資

療養病床
（23万床）

一般病床
（107万床）

【2011(H23)年】

介護療養病床

介護施設
（92万人分）

居住系サービス
（31万人分）

在宅サービス

高度急性期

一般急性期

亜急性期等

長期療養

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

【2025(H37)年】

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応

○ 患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス
提供体制を構築。

「施
設
」か
ら
「地
域
」へ
・「医
療
」か
ら
「介
護
」へ

将来像に向けての医療・介護機能再編の方向性イメージ

11

【取組の方向性】
○入院医療の機能分化・強化と連携

・急性期への医療資源集中投入
・亜急性期、慢性期医療の機能強化 等

○在宅医療の充実
・看取りを含め在宅医療を担う診療所等の
機能強化

・訪問看護等の計画的整備 等

○在宅介護の充実
・地域包括ケア体制の整備
・ケアマネジメント機能の強化 等

２０１２年以降、診療報酬・介護報酬の体系
的見直し

基盤整備のための一括的法整備（２０１２年
目途法案化）

【患者・利用者の方々】
・ 病気になっても、職場や地域生活へ早期復帰
・ 医療や介護が必要になっても、住み慣れた地
域での暮らしを継続



○ 小・中学校区レベル（人口１万人程度の圏域）において日常的な医療・介護サービスが提供され、人口20～30万人レベル
で地域の基幹病院機能、都道府県レベルで救命救急・がんなどの高度医療への体制を整備。

医療・介護の提供体制の将来像の例
～機能分化し重層的に住民を支える医療・介護サービスのネットワーク構築～

地域包括ケアの実現
日常生活圏域における医療、介護、予防、住まいの一体的提供

医療提供体制の充実
都道府県域から市町村域まで、重層的に医療サービスを提供 ＆

人口20～30万レベル：
救急病院など地域の基幹病院を中心とする

医療機関のネットワーク

都道府県レベル：
救命救急、高度な医療など広域ニーズへの対応体制整備

連携

高度な医療を提供する病院

救急病院
・専門病院

がん治療や高度先進医療

ドクターヘリなど広域救急

認知症等
専門医療へ
円滑な紹介

早期の地域復帰
・家庭復帰

救急患者の
確実な受入れ

リハビリ等を
担う病院

診療所の機能強化
外来・往診、在宅支援

医師数増などの
強化・重点化

リハ機能の強化
速やかな在宅復帰

特養、老健施設等

市町村レベル：
主治医（総合医を含む）による日常の診療対応

ケア付き
高齢者住宅

地域密着型施設
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

小・中学校区レベル（人口１万人程度）：

24時間対応の定期巡回・
随時対応サービス

在宅医療連携拠点機能 地域包括支援ｾﾝﾀｰ包括的
マネジメント

機能

小規模多機能
（通い・泊まり・訪問）

診療所
薬局等

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ

住まいの確保

居宅での生活を支えるサービスの充実

かかりつけ医

訪問看護

12



○ 生活習慣病予防の積極的な推進、医療連携の推進、ICTの利活用、番号制
度の導入、保険者による適正な受診の指導や電子化したデータを用いた保健
事業の推進などにより、国民の生活の質を向上。

外来受診の適正化等の取組み 〜健康増進などで医療機関にかからなくてすむように〜外来受診の適正化等の取組み 〜健康増進などで医療機関にかからなくてすむように〜

＜現状＞

○ 日本人の死亡原因の約６割
が生活習慣病。

○ 在宅医療で、医療関係者と
介護の関係者間で必要な情報
を十分に共有できていない。

○ 一度に多くの医療機関で診
察を受けたり、短い期間で何度
も医療機関にかかったりするな
ど、日本の一人当たり外来診
察回数は、諸外国と比べて多
い。

重点化・効率化

＜改革の具体策＞

所要額（公費）
2015年

▲０．１兆円程度
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○特定健診を推進して、生活習慣病を予防

○医療機関などの連携を強化し、必要な時に
迅速にサービスを受けられるように。

○電子化の推進で利便性の向上
医療・健康情報を電子化し、自分の健康管理がより簡単に。
診療報酬の請求を電子化し、事務を簡素・効率化。

○電子化したデータを用いて市町村などの保
険者が、適正な受診の指導などを実施

○番号制度の導入で医療・介護サービスの手
続きがより簡単に。
保険証は一枚だけで可、医療・介護で重複した手続きが１回に、など。

保
険
証

氏名：○○
番号：××‐××

アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン 日本

人口一人当たり

外来診察回数

4.0
（※1）

5.9 7.8 6.9
2.8

（※2）
13.4
（※1）

（参考）1人あたり外来診察回数の国際比較（年単位）

（出典）：「OECD Health Data 2010」
注 「※1」は2007年のデータ 「※2」は2006年のデータ



今後の急速な高齢化の進展や、単身・高齢者夫婦のみの世帯増加のなかで、高齢者の尊厳を保持し、

自立支援を一層進めて行く介護サービス提供体制の実現に取り組むため、

①「地域包括ケアシステム」（※）の確立のための在宅サービス等の充実

※日常生活圏域内において、医療、介護、予防、住まいが切れ目なく、継続的かつ一体的に提供される体制

②介護予防の推進、重度化予防等の高齢者の自立に資する給付への重点化

等に取り組む。

介護サービスの改⾰ 〜地域包括ケアの確⽴〜介護サービスの改⾰ 〜地域包括ケアの確⽴〜

＜現状＞

○ 高齢化の進展に伴い、介護保険制度
の給付費は急増

12年度3.6兆円 → 22年度7.9兆円

○ 一方、サービス間や医療・住宅等の他
の施策との連携が不十分。

○ 都市部での高齢化等により単身・夫婦
のみの高齢者世帯は一層増加。

○ 今後、更なる増加が見込まれる認知
症高齢者に対するサービスの質・量が
不十分。

○ ケアマネジメントも含め、サービスが必
ずしも利用者の自立につながっていな
いとの指摘。

充 実

＜改革の具体策＞

○ 地域包括ケアシステムの確立を図るため、24時間対応の定期巡回・随時

対応サービス等の在宅サービスの充実、ケアマネジメントの機能強化、医療
との連携強化を推進。

○ 小規模多機能型居宅介護やグループホームの拡充により、認知症への対
応を強化。

○ 施設について、ユニット化等の個別ケアを推進。

（合わせて2,500億円程度）
○ サービスの充実を支える介護職員の処遇の改善。 （2,400億円程度）

重点化・効率化

＜改革の具体策＞
○ 介護予防の推進、機能訓練等の重度化予防に資する給付への重点化等

により、要介護者数の減少を図る。

○ 地域包括ケアシステムの実現により、重度者を含む要介護高齢者が住み
慣れた地域で暮らし続けることを可能とし、在宅への移行を図る。

（合わせて▲1，800億円程度）

所要額（公費）
2015年

０．１兆円程度
重点化に伴う
マンパワー増強
0.2兆円程度
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15

（参考）医療・介護分野における主な充実、重点化・効率化要素 （2025年）
2025年

充

実

急性期医療の改革
（医療資源の集中投入等）

・高度急性期の職員等 ２倍程度増 （単価 約1.9倍）（現行一般病床平均対比でみた場合）
・一般急性の職員等 ６割程度増 （単価 約1.5倍）（ 〃 ）
・亜急性期・回復期リハ等の職員 コメディカルを中心に３割程度の増（単価15％程度増）

長期療養・精神医療の改革
（医療資源の集中投入等）

・長期療養の職員 コメディカルを中心に１割程度の増（単価５％程度増）
・精神病床の職員 コメディカルを中心に３割程度の増（単価15％程度増）

在宅医療・在宅介護の推進等
（施設から在宅・地域へ、認知症への対応）

・在宅医療利用者数の増 1.4倍程度
・居住系・在宅介護利用者 約25万人/日程度増加（現状投影シナリオに対する増）・グループホーム約10万
人/日、小規模多機能 約32万人/日分程度増加（現状投影シナリオに対する増）
・定期巡回、随時対応 約15万人/日分程度整備

医療・介護従事者数の増加 ・全体で2011年の1.5～1.6倍程度まで増

その他各サービスにおける充実、
サービス間の連携強化など

・介護施設におけるユニットケアの普及、在宅介護サービス利用量の増大等各種サービスの充実
・介護職員の処遇改善（単価の上昇）
・地域連携推進のためMSW等の増（上記医療機関の職員増に加えて1～2中学校区に1名程度増）
など

重
点
化
・
効
率
化

急性期医療の改革
（平均在院日数の短縮等）

※ 早期の退院・在宅復帰に伴い
患者のQOLも向上

・高度急性期 ： 平均在院日数 15～16日程度
・一般急性期 ： 平均在院日数 9 日程度
・亜急性期・回復期等 ： 平均在院日数 60 日程度 （パターン１の場合）

（ 現行一般病床についてみると、平均在院日数19～20日程度［急性期15日程度（高度急性19～20
日程度、一般急性13～14日程度）、亜急性期等75日程度］とみられる。 ）

長期療養・精神医療の改革
（平均在院日数の短縮等）

・長期療養 在院日数１割程度減少
・精神病床 在院日数１割程度減少、入院２割程度減少

在宅医療・在宅介護の推進等
（施設から在宅・地域へ）

・入院・介護施設入所者 約60万人/日程度減少（現状投影シナリオに対する減）

予防（生活習慣病・介護）・地域連携
・ＩＣＴの活用等

・生活習慣病予防や介護予防・地域連携・ICTの活用等により、医療については外来患者数５％程度減少（入
院ニーズの減少に伴い増加する分を除く）、介護については要介護者等３％程度減少

医薬品・医療機器に関する効率化等
・伸び率として、△0.1%程度 （医療の伸び率ケース①の場合）

（ 現状投影シナリオでも織り込み。後発医薬品の使用促進については、設定した伸び率に、
最近の普及の傾向が含まれている。）

医師・看護師等の役割分担の見直し ・病院医師の業務量△２割程度（高度急性期、一般急性期）



非正規労働者や低所得者・無収入者の増大に対応し、医療保険制度のセーフティ

ネット機能の強化を図るため、

①短時間労働者に対する被用者保険の適用を拡大する。

②市町村国保の財政運営の都道府県単位化と併せ、財政基盤の強化を行う。

被⽤者保険の適⽤拡⼤と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
〜医療保険における⾮正規労働者対策と国保財政の強化〜

被⽤者保険の適⽤拡⼤と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
〜医療保険における⾮正規労働者対策と国保財政の強化〜

＜現状＞ 充 実

＜改革の具体策＞

【市町村国保の財政運営の都道府県単位化・財政基盤の強化】

○ 各都道府県が策定する「広域化等支援方針」に基づき広域化の環境整備。市
町村国保の財政運営の都道府県単位化を目指す。

○ 低所得者の保険料軽減措置の拡充等により、市町村国保の財政基盤を強化。
（公費で最大2,200億円程度の財政影響）

所要額（公費）
2015年

〜０．３兆円程度
･･･被⽤者保険の適⽤拡⼤、

総報酬割と併せて検討

約300～400万人
約900～1,000万人

（既に健康保険適用）

週の所定労働時間
30時間20時間

非正規労働者（※）（約1,700～1,800万人）

適用拡大対象
（雇用保険と同じ条件とする場合）

40時間～

※ 労働力調査（2010年）によると、非正規労働者（勤め先の呼称が「パート」、「アルバイト」、「派遣社員」、「契約社員・嘱託」、「その
他」の者）は合計で1,755万人。

非正規労働者への健康保険適用拡大のイメージ

【短時間労働者への被用者保険の適用拡大】
○ 被用者保険の適用範囲を拡大し、短時間労働者のセーフティネット機能を強化。
（完全実施の場合、公費で▲1,600億円の財政影響）

【非正規労働者の増大と保障の弱体化】

○ 同じ仕事でも労働時間等により被用者保
険が適用されない非正規労働者が増加。

【市町村国保の財政悪化】

○ 財政規模の小さな市町村の国保は運営
が不安定。

○ 低所得者や無収入者の増大により財政
基盤が弱体化。

20.2％

34.4％

1990年 2010年

雇用者に占める非正規労働者の割合

約1.7倍

約400万人

26.1%
38.2%

1989年 2009年

保険料軽減措置を受けている低所得者世帯の割合

約1.5倍
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○ 今後も保険料負担の増加が見込まれる介護保険制度を支えるため、
①負担については、応能負担の要素を強化しつつ、低所得者への配慮を行う
とともに、

②給付について、被保険者の自立に資するものに重点化する。

介護保険の機能強化等 〜能⼒に応じた負担と給付の重点化〜介護保険の機能強化等 〜能⼒に応じた負担と給付の重点化〜

＜現状＞

○ 介護サービスの利用増加に伴い、第1号
被保険者（６５歳以上）の保険料は大きく上
昇。

○ 第2号被保険者の保険料（４０～６５歳）に

ついては、現在、各医療保険者が被保険者
の数に応じて負担しており、相対的に財政
力の弱い保険者の負担が重くなっている。

○ また、給付については、必ずしも利用者の
自立につながっていないという指摘もある。

【再掲】所要額（公費）
2015年

〜０．３兆円程度
･･･被⽤者保険の適⽤拡⼤、総報酬割と

併せて検討

重点化・効率化

＜改革の具体策＞
○ 第2号被保険者の保険料について、被用者保険の各保険者の財政

力（加入者の総報酬）に応じて負担する仕組みとし、応能負担の要素
を強化する。

（完全実施で▲1，600億円程度）

○ 軽度者について、機能訓練等の重度化予防に効果のあるものに給
付の重点化を図る。

充 実

＜改革の具体策＞
○ 第1号被保険者の保険料について、公費を導入し、低所得者の負担
軽減を図る。（～1，300億円程度）

収入

（保険料
基準額×）

第1
段階

第２

段階

第3
段階 第4段階 第5段階 第6段階

市町村民税

本人課税
市町村民税
本人非課税

0.5

1.0

1.5
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参考① 現行の第１号保険料の仕組み 参考② 第２号保険料率

平均標準報酬月額 介護保険料率
健康保険組合 約３６万円 1.16%
協会けんぽ 約２８万円 1.50%

※ 平均標準報酬月額は平成21年10月時点、介護保険料率は平成22年



○ 医療保険のセーフティネット機能を強化するため、長期に高額な医療費が

かかる患者の負担を軽減し、高額療養費の自己負担限度額の見直しを行う。

併せて、受診時における定額の一部負担等の導入を検討（病院・診療所の

役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討）する。ただし、低所得者に配慮する。

⾼度・⻑期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化⾼度・⻑期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化

＜現状＞ 充 実

＜改革の具体策＞

高額療養費について、以下のような見直しによる負担軽減を
検討。 （公費で～1,300億円程度）

① 非課税世帯ではない中低所得者の自己負担の軽減

（例えば、年収に応じた自己負担の上限について、現在の
区分を細分化して、きめ細かく対応する。）

② 自己負担額に年間上限額を設ける

○ 高額療養費の見直しに必要な財源をまかなうため、定
額の自己負担を受診時に求めることなどを検討（病院・診
療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討）。
ただし、受診時低額負担については低所得者に配慮。

（初診・再診時に100円の負担をお願いした場合に、公費で▲1,300
億円）

重点化・効率化

＜改革の具体策＞

所要額（公費）
2015年

〜０．１兆円程度
･･･受診時定額負担等と併せて検討

18

年収の目安
（夫婦子１人の給与所得者世帯の場合）

自己負担限度額（１月当たり）

上位所得者
約790万円以上 約150,000円

〈多数該当 83,400円〉

一般
約210万円～約790万円 約80,100円

〈多数該当 44,400円〉

低所得者
約210万円以下 35,400円

〈多数該当 24,600円〉

○ 医療の進歩により、長期に高額な治療薬を服用するなどにより、
医療費負担の重い患者が生じている。

○ 自己負担限度額が月単位のため、年間医療費が同じでも高額療
養費が支給されない場合がある。

○ 高額療養費の所得区分（70歳未満）の一般所得者の年収の幅
が大きくなっている。

○ 高額療養費の見直しには相当規模の財源の確保が必要。

0

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

0

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

○毎月医療費約23万円・自己負担額7万円の場合

自己負担限度額に満たないため、高額療養費が支給されない。

高額療養費支給

○隔月で医療費約47万円・自己負担額14万円の場合

高額療養費が支給されな
いため、年間トータルの自
己負担額は84万円。

高額療養費が支給される
ため、年間トータルの自己
負担額は約37万円。

※ 自己負担限度額を80,100円、
多数該当44,400円として試算。



○ 税・社会保障の負担が増加する中で、低所得者の負担軽減により所得再分配機能を強化

○ 社会保険制度の持続性・安定性の確保

○ 制度横断的な自己負担軽減策の導入

総合合算制度の導⼊ 〜番号制度を活⽤した低所得者の⾃⼰負担軽減〜総合合算制度の導⼊ 〜番号制度を活⽤した低所得者の⾃⼰負担軽減〜

＜現状＞

○ 今後の高齢化や社会保障
の機能強化に伴い負担の増
加が見込まれる中で、低所得
層の負担能力へのきめ細か
な配慮が必要

○ 貯蓄も少ない低所得者が失
業したり病気にかかったりす
ると、生活保護に至る手前で
受け止められるセーフティ
ネットが不十分

○ 各社会保障制度で個別に
低所得者対策が講じられてい
るが、累次の改正により複雑
化し、国民には全体像が分か
りにくい

充 実

○ 「低所得者の家計に過重な負担をかけない」観点から、制度単位ではなく家計全体を
トータルに捉えて、医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に上限を設定

○ 基礎的な消費支出等を踏まえ、負担上限を年収の一定割合とするなど、低所得者に
対してきめ細かく設定

○ 2015年以降の「社会保障・税に関わる番号制度」等の情報連携基盤の整備が前提

所要額（公費）
2015年以降
〜0.4兆円程度

総合合算制度の
イメージ
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○ 高齢者医療制度については、高齢世代・若年世代にとって公平で納得のいく負担の仕組みを

構築する。

⾼齢者医療制度の⾒直し⾼齢者医療制度の⾒直し

＜現状＞

高齢者医療制度については、新たな制度のあり方について厚生労働大臣主宰の「高齢者医療制度改革会議」において
検討を進め、平成２２年１２月に最終とりまとめを行った。

〔参考〕 高齢者医療制度改革会議「最終とりまとめ」（平成２２年１２月２０日）の概要

＜制度の基本的枠組み＞

① 後期高齢者医療制度を廃止し、７５歳以上の方も現役世代と同様
に国保か被用者保険に加入することとする。

＜国保の運営のあり方＞

② 国保については、第一段階（平成２５年度）で７５歳以上について
都道府県単位の財政運営とし、第二段階（平成３０年度）で全年齢
について都道府県単位化する。

＜公費＞

③ ７５歳以上の医療給付費に対する公費負担割合について、実質４
７％から５０％に引き上げる。（現在は、現役並み所得を有する高
齢者の医療給付費には公費負担がなく、その分は現役世代の支
援金による負担となっている。）

＜高齢者の保険料＞

④ 国保に加入する７５歳以上の保険料は、同じ都道府県であれば
原則として同じ保険料とし、その水準は、医療給付費の１割程度と
する。

⑤ 高齢者の保険料の伸びが現役世代の保険料の伸びを上回る構
造を改める。

※ 前期高齢者の医療給付費への公費投入も検討課題。

＜現役世代の保険料による支援金＞

⑥ ７５歳以上の高齢者への支援金については、被用者保険者間で
の按分方法を各保険者の総報酬に応じた負担とする。

＜患者負担＞

⑦ ７０歳から７４歳までの高齢者の患者負担は、個々人の負担が増
加しないよう、７０歳に到達する方から段階的に１割負担から本来
の２割負担とする。
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＜改革の具体策＞

高齢者医療制度の見直し（高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代・若年世代にとって
公平で納得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど）


